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厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課

生活困窮者自立支援室

就労支援専門官 鈴木 由美

生活困窮者自立支援制度の動向と今後について

令和5年度 人材育成（都道府県研修等 ）・自治体の体制整備にかかる担当者研修（後期）

令和６年１月３０日



•次年度以降の生活困窮者自立支援制度
従事者養成研修について

～現在検討中のものも含まれます～



１ 生活困窮者自立支援制度の新たな研修体系について（案）
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主任相談支援員

相談支援員
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【 国で実施 】

家計改善支援事業従事者

一時生活支援事業従事者

子ども学習・生活支援
事業従事者

都道府県研修・自治体の体制整備に係る
担当者研修
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【 国で実施 】

ステップアップ（現任者向け）
研修

・主任相談員SU研修

・相談支援員SU研修

・就労支援員・就労準備支援員SU研修

・家計改善支援員SU研修

・一時生活支援員SU研修

・子どもの学習・生活支援員SU研修就労支援員・就労準備
支援員（被保護者のみ）

就労（準備）支援員
(困窮者・被保護者）

共
通
課
程

主任相談支援員

相談支援員

就労（準備）支援員
(困窮者・被保護者）

対象：都道府県・指定都市・中核市職員・企画チーム

都道府県研修の実施
（令和7年度より
全都道府県にて実施）

令和６年度～
実施

令和５年度
設計（調査研究委託費）

令和６年度
設計

令和5年度
補正

新

新

充

充

企画チーム・中間支援組織の
立ち上げ支援

企画チーム・中間支援組織の
立ち上げ支援

（代替研修）ブロック別研修
令和6年度にて終了予定

※職種共通での研修も可能

初任者向け研修 現任者向け研修

生活困窮者自立支援制度の支援員が目指すべきキャリアラダーの構築 令和６年度
設計



２ 令和6年度以後、研修全体の実施目的・基本方針（案）
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【研修の実施目的】※ステップアップ研修まで含む
生活困窮者自立支援制度における高度な専門人材を養成する研修を実施する。

【初任者研修全体の獲得目標】

①制度の歴史変遷、意義や理念、支援員の倫理と基本姿勢、支援のかたちについて理解

する。

②常に謙虚に、自分自身の価値観、支援員としての倫理観を見直し続けることができる

よう、日頃から意識できるようにする。

③生活困窮者の対象像やその背景（氷山モデルや時代の影響）について理解する。

④制度の各事業についての基本的な支援プロセスやそれぞれの事業の意義や基礎的な手

法、関連施策について学ぶ。

⑤多様な組織や人、地域と関わることの意義や効果を理解する。

【初任者研修の基本方針】
・支援員が「誰に対して、何のために、何をするのか」を理解する。

※都道府県研修は上記の目標を地域レベルに落とし込む形でプログラムを策定するものとする。



３ 研修の構造（案）
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知る・わかる

できる/伝える

自らの実践や制度について、地域や圏域、全国に向け
て発信することができる次世代につなげていく人材へ。

日々の実践と振り返り
自己学習

中間支援組織中心の
自主研修等 有志の学習会等

初任者向け研修 現任者向け研修

意識する

国研修

都道府県研修

国研修と同様の基本方針と獲得
目標ではあるが、さらに地域レ
ベルに落とし込み、実践的な内
容や支援員の交流やネットワー
ク作りを中心とする。

国全体として伝えるべき基礎
的な内容や制度理念について
理解する（獲得目標）

ステップアップ
（現任者）研修

令和6年度に設計

日々の実践と振り返り
自己学習

日々の実践と振り返り
自己学習



１．参加型研修の形式を取り入れること
〇座学中心の研修ではなく、事例検討やグループワーク、意見交換会等、受講者同士の交流を図ることが
できる参加型研修を導入することで、支援員同士の横のつながりを生み、「困った時に相談し合える」関
係性を構築することが望まれる。

２．研修企画チームをつくり企画・立案すること
〇現場の支援員とともに検討することによって、現場の実情に沿ったテーマが提案されたり、参加型研修
が円滑に進むことが期待できる。また、研修企画チームを中心に、研修実施協力者を募っていくプロセス
そのものが、「地域づくり」につながっていく。

３．制度の理念と基本姿勢を伝えること
〇研修を通して、支援員が制度の理念や基本姿勢を再確認できる
機会を提供する。

4．開催時間は計10.5時間以上の開催とする
○複数回に分けて開催することも可。
⇒複数回に分けて開催することで、受講者同士の継続的な交流を図り、ネットワーク構築を円滑にする効
果も期待される。 （参考）「都道府県研修実施のための手引き」から引用
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修了証要件を満たすための都道府県研修の要件
～変更はありません～

【お役立ち情報】
みずほ情報総研株式会社による、令和元年度社会福祉推進事業 「生活困窮者自立相談支援事業における都道府県研修実施
のための手引」及び「生活困窮者自立相談支援事業における都道府県研修実施のための標準カリキュラム（2020年版）」
…研修の理念、考え方～運営方法～参加型研修の手法等々網羅されています！

参照先
https://www.mizuho-rt.co.jp/case/research/r01konkyu2019.html

都道府県担当者

研修資料より

研修運営や企画に関する映像教材や
モデルカリキュラムを作成予定です！



(参考）都道府県研修の目的
～企画チームや中間支援組織の重要性・きっかけとしての研修～
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支援員の顔の見える関係性をつくり、互いに支え合うネットワークを構築する

・生活困窮者支援において現場の支援員の負担は大きく、支援員のバーンアウトを防ぐ取組の必要性が指摘されている。

・都道府県研修を通じて、県内支援員同士が顔の見える関係性をつくり、互いの支え合うネットワーク構築の機会、地域づ

くりのきっかけとしての役割も期待される。 （参考）「都道府県研修実施のための手引き」から引用

都道府県担当者

研修資料より



施策名：生活困窮者支援都道府県研修実施体制等整備加速化事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

生活困窮者自立相談支援事業等に従事する支援員の支援活動が増加・高度化しており、支援員へ
のメンタルケアや支援スキルを向上する必要性が高まっている。そのため、各地域における効果的な
支援手法の共有や研修会の実施を担う研修企画チームや中間支援組織の立ち上げ支援を加速化す
る。

研修企画チーム・中間支援組織の立ち上げに必要な支援を行い、日常的に支援者同士の情報共有を目的とした会合や研修を実施でき
る体制を構築する。

支援者への支援を早期に実施することにより、複雑・困難な課題を抱える生活困窮者の経済的自立や社会生活自立が図られる。

【事業内容】

国

補助（１／２）

都道府県 民間事業者

委託可能

会費制により活動している千葉県などの例はあるものの、
多くはボランタリーな活動による運営となっており、活動基盤
が脆弱かつ継続的な活動が困難。

都道府県における研修企画チーム・中間支援組織の立ち上げを支援（補助）

＜補助対象事業＞

○ 研修企画チームや中間支援組織の立ち上げ準備会を設置するための経費

○ 中間支援組織等の立ち上げに向けた支援者同士を繋ぐネットワーク会議の企画・

開催に係る経費。

○ 中間支援組織等の運営に向けたノウハウや事例の収集・共有、支援員のメンタル

ケアに関する手法の検討・体制の確保に係る経費

○ 支援員の資質向上のための研修会の開催に向けた準備やモデル実施に係る経費

○ 上記に付随する機器等の整備や事務局等の設置、運営の安定化に係る経費

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○

令和５年度補正予算 1.0億円
社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2290）
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ご活用ください！



【概要】

① 専門人材の育成のため、経験年数に応じたスキ

ルの設定を行い、体系的なキャリアラダーを開

発

② 上記キャリアラダーに応じ、ステップアップ

（現任者向け）研修のカリキュラムを作成

＜実施例＞

・SV研修・アウトリーチ型支援研修

・コーチング等部下育成のための研修

１ 事業の目的

２ 事業の概要・スキーム

ステップアップ研修のカリキュラム作成に係る調査研究事業

３ 実施主体等
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社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2290）

実施主体：国（委託費）

令和６年度当初予算案 33百万円（ ー 億円）※（）内は前年度当初予算額

○ 生活困窮者自立支援制度における人材養成研修は、現在、初任者向けの研修のみ実施されている。中間まとめ
（※）においては「支援を担う人材の質を向上させるため、現任者向けのステップアップ研修」の創設について求
められている。

○ このため、経験年数ごとに体系化されたキャリアラダー及び現任者向けのステップアップ研修のカリキュラム作
成をすることにより、支援員の資質向上を図る。
※ 社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会における「中間まとめ」（令和４年12月20日）



生活困窮者自立支援制度人材養成研修の充実

１ 事業の目的

２ 事業の概要・スキーム

３ 実施主体等

10実施主体：国（委託費）

社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室

（内線2290）

相談支援員

就労支援員・就労準備
支援員（生活困窮）

家計改善支援員

主任相談支援員

一時生活支援員

既存研修

新規研修
（拡充）

国で実施する人材養成研修

○ 社会保障審議会の「中間まとめ」（※）において、一時生活支援事業や子どもの学習・生活支援事業の従事者を対
象とする研修を新たに設けることが求められている。

○ また、生活困窮者自立支援制度と生活保護制度については、制度間の連携を進めていくことが必要とされている。
○ このため、被保護者に係る就労支援員・就労準備支援員研修についても一体的に実施することにより、生活困窮者

自立支援制度における支援の質の向上及び生活保護制度との切れ目のない支援を推進する。
※ 社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会における「中間まとめ」（令和４年12月20日）

就労支援員・就労準備
支援員(生活保護)※一体実施

子どもの学習・生活支援員

令和６年度当初予算案 83百万円（67百万円） ※（）内は前年度当初予算額

一時生活支援事業従事者養成研修
カリキュラム案

子どもの学習・生活支援事業従事
者養成研修カリキュラム案

制度・事業概要 制度・事業概要

居住支援の必要性 子どもの貧困の実情と背景

「一時生活支援事業」の理念と現
状について

子どもや保護者に対する理解

「シェルター事業」における支援
の特徴

事業の運営について

アフターフォローと地域連携に
ついて

支援現場であがる課題

新規研修のカリキュラム案

※生活困窮者自立支援制度カリキュラム検討会（R5社会福祉推進事業）に
おいて検討中の案



２ 事業の概要・スキーム

自治体・支援員向けコンサルティング事業の充実（任意事業の実施に向けた環境整備）
社会・援護局地域福祉課

生活困窮者自立支援室
（内線2290）

実施主体：国（委託費）

＜対象自治体＞
（従来）

① 専門スタッフの派遣を希望する自治体

（令和６年度以降）
① 専門スタッフの派遣を希望する自治体
② 重点支援自治体（国で選定）【新規】

※ 国が一定の基準に基づき選定（都道府県を通じて調整）
＜事業内容＞

１）課題の把握・整理、コンサルティングプランの作成
２）コンサルティング、研修等の実施
３）事業立上げに向けた計画作成の支援（都道府県・市町村）
※ 重点支援自治体には、従来よりも派遣回数を増やすなど、

より充実した支援を実施。
※ 広域実施に向けた支援が必要と認められた自治体に対して、

広域実施に係る専門スタッフを派遣【新規】

コンサル希望自治体
重点支援自治体

○ 生活困窮者自立支援法に基づく就労準備支援事業等の任意事業については、事業立ち上げを希望する自治体に対して、国か
ら専門スタッフを派遣するコンサルティング事業を実施し、実施自治体数の増加を図っている。社会保障審議会の中間まと
め（※１）では、全国どこでも必要な支援を受けられるようにしていくことと述べられていることから、任意事業の立ち上げ
に向けた支援の充実を図る。

○ これを踏まえ、コンサルティング事業において、新たに、任意事業の実施予定がない自治体から「重点支援自治体」を選定
し伴走型の重点的な支援を行うことで、事業立ち上げに向けた環境整備を図る（※２）。

（※１）社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会における「中間まとめ」（令和４年12月20日）

（※２）事業の単独実施が困難な小規模自治体等については、広域実施に係る専門スタッフを派遣し、都道府県や他市町村との広域実施に向けた支援を実施。

１ 事業の目的

３ 実施主体等

都道府県

調整・促進

・専門スタッフ派遣希望自治体の募集
・重点支援自治体（都道府県等）との調整

コンサル委託事業者

新

新

専門スタッフの支援例：
・課題整理・計画立案
・研修実施
・コンサルティング

抱える課題：
・立上げ手順が不明
・社会資源が不足
・庁内調整が困難 等

令和６年度当初予算案 57百万円（57百万円）※（）内は前年度当初予算額
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•生活困窮者自立支援制度改正について



生活困窮者自立支援法及び生活保護法の見直しの枠組み

令和５年9月より、審議会における議論を再開・議論継続中

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho_443308.html

生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律（平成30年法律第44
号）附則第８条（※）に基づく検討
（※）政府は、この法律の施行後５年を目途として、この法律の規定による改正後の規定の施行の状況について検討を加
え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会における議論
• 社会福祉の共通理念である「地域共生社会」の理念を踏まえつつ、「平成30年改正等による両制度の発展と課題

への対応」、「新型コロナウイルス感染症感染拡大による生活困窮への対応も踏まえた課題への対応」の２つの

観点から議論を実施し、令和４年12月にこれまでの主な議論を「中間まとめ」として整理。

• 今後、法制上の措置等が必要な事項は制度化に向けた実務的な検討や自治体・関係省庁との調整等を進め、結論

が得られた事項について対応。

論点整理検討会（計４回）
ワーキンググループ（計７回）

令和４年４月とりまとめ

見直し規定

議論の共有
連携 国と地方の実務者協議（計６回）

令和４年４月とりまとめ

生活困窮者自立支援 生活保護

検討の場

令和４年
６月以降
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令和４年12月20日・令和５年12月27日付け 社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会

生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する中間まとめ・最終報告書概要（１）

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響で見られた相談者層の多様化・相談内容の複雑化等や、単身高齢者世帯の更なる増加等

の今後の見通しを踏まえ、これらの課題にも適切に対応できるよう、住宅確保要配慮者への切れ目のない支援体制の構築や子ども

の貧困対策等をはじめとする、生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しを実現すべきである。

○居住支援について

単身高齢者世帯の更なる増加、持ち家比率の低下等、住ま
い支援のニーズは今後ますます高まることが想定される。

住宅確保要配慮者は、住宅に困っているだけでなく、複合
的な課題を抱えている場合も多い。

住まいの確保等に関する相談支援から緊急一時的な居所
の確保、転居時、住まいが定まった後、退居時の支援まで、
切れ目のない支援体制の構築を図ることが必要。

無料低額宿泊所について、事前届出制を導入し、規制を実
施しているが、無届の施設もある。

救護施設等については、入所者が抱える様々な生活課題に
柔軟に対応し、可能な方については地域移行を更に推進す
ることが重要。

現状・課題 見直しの方向性

生活困窮者自立相談支援事業（困窮法）における住まい支援の明
確化、重層的支援体制整備事業（社福法）における多機関協働や
居住支援の活用が必要。

居住支援法人等が見守り等のサポートを行う住宅の仕組みの構築
に向け、関係省庁が連携して検討を進めることが必要。

サポートを行う住宅に被保護者が入居する場合の住宅扶助（家
賃）については、代理納付の原則化の検討を進めることが必要。

生活困窮者一時生活支援事業を実施するよう努めるものとすると
ともに、同事業におけるシェルターにおいて緊急一時的な居所確
保の支援を行うこと、見守り等の支援（地域居住支援事業）の支
援期間が１年を超える場合の状況に応じた柔軟な活用等が必要。

生活困窮者住居確保給付金について、新たに転居費用を補助する
ことにより、安定的な居住に繋げることが必要。

無料低額宿泊所について、届出義務違反への罰則や、無届疑い施
設に関する保護の実施機関から都道府県への通知の仕組みが必要。

福祉事務所と情報共有を図りつつ、救護施設等の入所者ごとの個
別支援計画の作成を制度化する等の対応が必要。
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居住支援の強化

サポートを行う住宅における
生活保護受給者への住宅扶助
（家賃）の代理納付を原則化

居住支援法人等が緩やかな見
守りなどのサポートを行う住
宅の仕組みの構築（再掲）

残置物処理等の負担軽減

居住支援協議会設置の促進
（再掲） など見守りサービス（民間企業等）

自立相談支援事業の住まい相談機能の明確化、居住
支援協議会や居住支援法人との連携強化

地域居住支援事業や重層的支援体制整備事業による
居住支援

シェルター事業及び地域居住支援事業のうち必要
な事業の実施の努力義務化
地域居住支援事業の利用期間の柔軟な対応
重層的支援体制整備事業での多機関協働の活用

住居確保給付金において、家賃相当額に加え、家賃
が低廉な住宅への転居費用を補助

居住支援法人等が緩やかな見守りなどのサポートを
行う住宅の仕組みの構築

居住支援協議会設置の促進

住まいに関する地域資源開発・環境整備 都道府県・市町村が策定する地域福祉（支援）計画と賃貸
住宅供給促進計画の調和の促進

無料低額宿泊所に係る事前届出の実効性を確保する方策
（届出義務違反の罰則等、無届の疑いがある無料低額宿泊所を発見した場合
の保護の実施機関から都道府県への通知の努力義務化）

緊急一時的な居所確保を行う場合のシェルター事業の加算の創設

居住支援協議会設置の促進（再掲）、福祉関係者の参画推進

サポートを行う
住宅

（検討）

賃貸人

賃借人

支援

福祉への
つなぎ

一般の
民間賃貸住宅

見直しの方向性（案）

○ 国土交通省等と連携し、都道府県・市町村の住宅部局・福祉部局等と、地域の関係者による「住まい支援」の体制整備を全国的に推
進するとともに、地域の実情に応じて、①総合的な相談支援、②入居前から入居中、退居時（死亡時）の支援、③住まいに関する地域
資源開発・環境整備を推進する。

○ このため、生活困窮者自立支援制度・生活保護制度等（※）において、以下の見直しを行う方向で検討を進める。

見直しの必要性

○ 単身高齢者世帯の更なる増加、持ち家比率の低下等、住まい支援のニーズは今後ますます高まることが想定される。このため、高齢
者や低額所得者などの住宅確保要配慮者が民間賃貸住宅に円滑に入居して安心して生活できるよう、賃貸人（大家）が住宅を提供しや
すい市場環境を整備するとともに、相談からの切れ目のない支援体制の構築を図ることが必要。

（※）下図には生活困窮者自立支援制度や
生活保護制度以外による対応を含む。

・総合的な相談支援
・入居時から入居中、退居時までの一貫した生活支援

賃貸人（大家）が住宅を
提供しやすい市場環境整備

住宅セーフティネット
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子どもの学習・生活支援事業について、生活支援を学習支援と一
体的に行うよう求める方向で検討することが必要。

生活保護受給中の子育て世帯に対し、訪問等のアウトリーチ型手
法により学習・生活環境の改善、進路選択等に関する相談・助言
を行うことができる事業を創設することが必要。

高等学校卒業後に就職する際の新生活の立ち上げ費用に対する支
援として、一時金を支給することが必要。

生活困窮者自立支援制度、生活保護制度において、引き続
き子どもの貧困対策を進めていくことが必要。

生活保護受給中の子育て世帯には必要な情報や支援が届き
にくく、支援の場に来ない世帯等、より個別支援を行う必
要性が高い。

生活保護受給世帯の子どもが、本人の希望を踏まえて高等
学校卒業後就職することも重要であるが、就職する際の新
生活の立ち上げ費用の支援の仕組みがない。

現状・課題 見直しの方向性

○子どもの貧困への対応

○医療扶助、被保護者健康管理支援事業の適正実施等

医療扶助及び被保護者健康管理支援事業の適切な実施に向
け、データによる課題分析・事業評価などＰＤＣＡサイク
ルを用いた効果的な運営を進めていくことが重要。

現状・課題 見直しの方向性

都道府県が地域別にデータ・課題分析及び評価を実施し、優先的
に取り組む課題と取組目標の設定を行うとともに、市町村の取組
に対する支援を行うよう努めることが必要。

国による、データ提供・分析等に係る体制整備の支援が必要。
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生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する中間まとめ・最終報告書概要（２）



令和４年12月20日・令和５年12月27日付け 社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会

生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する中間まとめ・最終報告書概要（３）

○自立相談支援等の強化について

生活困窮者自立支援法の支援会議の設置を推進するため、その設
置を努力義務化することが必要。

生活保護制度において、ケースワーカーと関係機関との支援の調
整や情報共有を行うための枠組みとして会議体を設置できるよう
法定化することが必要。

生活困窮者や被保護者が抱えている課題は多様化・複雑化、
自立相談支援機関やケースワーカーが単独で対応方針を検
討するのが困難なケースも多数存在。

対応困難ケースに関係機関等が連携して対応する体制を整
備するとともに、地域の支援体制を検討する枠組みが重要。

現状・課題 見直しの方向性

○就労支援及び家計改善支援の強化・生活困窮者自立支援制度と生活保護制度との連携

困窮状態からの脱却には、収入・支出両面からの生活の安
定が必要不可欠である一方、直ちに一般就労することが困
難な者や、家計の改善を必要とする者も多く存在。

全国どこに住んでいても、就労準備支援や家計改善支援に
ついて必要な支援を受けることができる体制の整備が重要。

生活困窮制度と保護制度の間を移行する者も一定数いる中
で、本人への切れ目のない連続的な支援が課題。

生活困窮者が就労準備支援事業の利用につながらない背景
に、交通費負担が困難であることが挙げられる。

被保護者の就労による自立を支援する就労自立給付金の算
定方法について、就労開始時点等から早期に保護を必要と
しなくなる者に対する給付額が少なめになる課題。

現状・課題 見直しの方向性

生活困窮者就労準備支援事業・家計改善支援事業を必須事業化し
ないとしても、効果的かつ効率的に実施されるよう、国による自
治体の支援や広域連携等の環境整備により、全国的な実施を目指
すことが必要。

被保護世帯向けの就労準備支援、家計改善支援、居住支援につい
て法定化して、より幅広い自治体での実施を促すことが必要。

生活困窮者向け事業を被保護者に対しても実施することを可能と
することについて検討が必要。

両制度で連携して研修を実施するなどにより、両制度の関係者同
士で相互理解を深めることが必要。

生活困窮者就労準備支援事業の利用時の交通費負担軽減の仕組み
について検討することが必要。

就労自立給付金の算定方法について、就労期間に応じてメリハリ
を付ける見直しを行う方向で検討することが必要。 17



支援のヒント、制度の最新情報等はこちらもご参照ください

生活困窮者自立支援制度の担当自治体職員・支援者向けに、
各自治体の取組や制度の最新情報など、

取組・支援の参考となる情報をお届けする
ニュースレターを発行しています。

バックナンバーはこちら☟

厚生労働省HP 「自治体担当者の方へ」
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000059401.html

▲最新号

支援のヒント、最新情報等はこちらもご参照ください！

生活困窮者自立支援制度ニュースレター

生活困窮者自立支援制度の担当自治体職員・支援者等向けに、
制度情報や研修の教材などを集約したウェブページです。

支援員専用ページには、
支援員同士が情報交換できるコーナーもあります。

https://minna-tunagaru.jp/

困窮者支援情報共有サイト
～みんなつながるネットワーク～
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